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地
方
議
会
議
員
個
人
に
よ
る
請
負
に
関
す
る
規
制
の
緩
和
、
災
害
時
等
の
場
合
の
開
会
の

日
の
変
更
等
を
内
容
と
す
る
地
方
自
治
法
改
正
案
が
12
月
10
日
、
参
議
院
本
会
議
で
可
決
、

成
立
し
た
（
12
月
16
日
公
布
）。
ま
た
、
政
府
が
事
業
主
に
対
し
、
立
候
補
に
伴
う
休
暇
等
の

自
主
的
な
取
組
を
促
す
旨
の
規
定
が
改
正
法
附
則
に
明
記
さ
れ
る
な
ど
、
来
年
春
の
統
一
地

方
選
挙
に
向
け
て
議
会
三
団
体
が
求
め
て
い
た
内
容
が
盛
り
込
ま
れ
た
改
正
と
な
っ
て
い
る
。

請負の規制緩和へ
開会日の変更可能に災害時等

地方議員
地 方 自 治 法 改 正 近

年
、
地
方
議
会
は
性
別

や
年
齢
構
成
の
偏
り
、
小
規

模
市
町
村
を
中
心
と
し
た
議

員
の
な
り
手
不
足
の
深
刻
化
、

低
投
票
率
な
ど
に
見
ら
れ
る

議
会
へ
の
関
心
の
低
下
な
ど

の
課
題
に
直
面
し
て
い
る
。

本
会
で
は
、
全
国
都
道
府

県
議
会
議
長
会
お
よ
び
全
国

町
村
議
会
議
長
会
と
と
も

に
、
多
様
な
人
材
の
地
方
議

会
へ
の
参
画
促
進
を
図
る
た

め
、
政
府
お
よ
び
国
会
に
対

し
て
、
地
方
議
会
の
位
置
付

け
・
議
員
の
職
務
の
地
方
自

治
法
に
お
け
る
明
確
化
を
は

じ
め
、
会
社
員
が
立
候
補
し

や
す
い
労
働
法
制
の
見
直

し
、
請
負
禁
止
要
件
の
緩
和

な
ど
各
般
の
制
度
改
正
や
支

援
措
置
を
要
望
し
て
き
た
。

議
会
三
団
体
に
よ
る
要
望

を
受
け
て
超
党
派
に
よ
る
議

員
立
法
と
し
て
提
出
さ
れ
た

改
正
案
に
つ
い
て
、
12
月
6

日
の
衆
議
院
総
務
委
員
会
で

提
出
者
代
表
と
し
て
説
明
に

立
っ
た
あ
か
ま
二
郎
衆
議
院

議
員
（
自
由
民
主
党
総
務
部

会
地
方
議
会
の
課
題
に
関
す

る
PT
事
務
局
長
）
は
、議
員
の

な
り
手
不
足
に
つ
い
て
▽
地

方
議
会
議
員
に
係
る
規
制
の

対
象
と
な
る
「
請
負
」の
範
囲

が
不
明
確
な
こ
と
▽
地
方
公

共
団
体
と
取
引
の
あ
る
個
人

が
取
引
額
の
多
寡
に
か
か
わ

ら
ず
、一
律
に
議
員
に
な
る
こ

と
が
禁
じ
ら
れ
て
い
る
こ
と

▽
立
候
補
等
に
伴
う
休
暇
制

度
等
が
整
備
さ
れ
て
い
な
い

こ
と
―
な
ど
が
そ
の
要
因
と

し
て
指
摘
さ
れ
て
い
る
と
説

明
。
ま
た
、
地
方
議
会
に
関

し
て
は
、
大
規
模
地
震
災
害

の
頻
発
や
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
流

行
等
に
よ
り
、
議
会
の

招
集
の
告
示
後
、
開
会

の
日
に
議
員
の
応
招
が

困
難
な
事
例
が
生
じ
て

い
る
に
も
関
わ
ら
ず
、法

令
上
取
る
べ
き
対
応
が

不
明
確
な
こ
と
―
な
ど

を
踏
ま
え
、
法
律
案
の

提
出
に
至
っ
た
と
提
案

理
由
を
述
べ
た
。

成
立
し
た
一
部
改
正

法
に
よ
る
と「
請
負
」の

定
義
が
条
文
上
で
明
確

化
さ
れ
、全
面
的
に
禁
止
さ
れ

て
い
た
議
員
個
人
に
よ
る
請

負
に
つ
い
て
、各
会
計
年
度
の

請
負
の
対
価
の
総
額
が
政
令

で
定
め
る
額
を
超
え
な
い
場

合
に
は
、請
負
に
該
当
し
な
い

も
の
と
改
め
ら
れ
、
ま
た
、
招

集
の
告
示
後
に
災
害
そ
の
他

や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り

会
議
を
開
く
こ
と
が
困
難
で

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
に

開
会
の
日
の
変
更
を
可
能
と

す
る
規
定
が
整
備
さ
れ
た
。立

候
補
環
境
の
整
備
で
は
、
改

正
法
の
附
則
に
「
政
府
は
事

業
主
に
対
し
、
地
方
議
会
議

員
の
選
挙
に
お
け
る
立
候
補

に
伴
う
休
暇
等
に
関
す
る
事

項
を
就
業
規
則
に
定
め
る
こ

議
会
三
団
体
要
望
　
実
現

活
力
あ
る
地
方
議
会
の
創
出
へ

活
力
あ
る
地
方
議
会
の
創
出
へ

立候補休暇立候補休暇
事業主の自主的な取組を事業主の自主的な取組を

オンラインオンライン開催開催
政府による丁寧な検討を政府による丁寧な検討を

【
２
面
へ
続
く
】

令和5年の統一地方選挙の日程を決
める「地方公共団体の議会の議員及び
長の選挙期日等の臨時特例に関する法
律」が11月18日に公布された。
同法は、国民の地方選挙に対する関心

を高めること等を目的として、令和5年3
月1日から5月31日までに任期が満了する
地方公共団体の議会の議員または長の選
挙の期日を統一して実施するもの。
市議会議員選挙の投票日と告示日

は、それぞれ次のとおり。

44月月２３２３日日
一般市・特別区

44月月９９日日
政令市

区分 指定都市の
議会の議員

指定市以外の
市、特別区の
議会の議員

投票日 4月9日 4月23日

告示日 3月31日 4月16日

統一地方選統一地方選
令和5年

•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•

•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•

••••••••••••••••••••

••••••••••••••••••••

あかま自民党ＰＴ事務局長（右から２番目）と清水会長ら
議会三団体の代表（於・自民党本部、12月15日）
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と
等
の
自
主
的
な
取
組
を
促

す
」と
の
規
定
が
明
記
さ
れ
た

（
下
掲
）。

今
回
の
改
正
に
当
た
っ
て

は
、衆
参
両
院
の
総
務
委
員
会

の
審
議
過
程
で
▽
請
負
規
制

の
緩
和
に
お
け
る
透
明
性
の

確
保
▽
立
候
補
環
境
の
整
備

▽
地
方
議
会
に
お
け
る
オ
ン

ラ
イ
ン
開
催
―
の
各
事
項
に

つ
い
て
、政
府
が
十
分
配
慮
す

べ
き
と
の
決
議
や
附
帯
決
議

が
そ
れ
ぞ
れ
付
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
12
月
21
日
開
催
の

第
33
次
地
方
制
度
調
査
会
総

会
で
、「
地
方
議
会
の
位
置

付
け
や
議
員
の
職
務
の
明
確

化
、
多
様
な
層
の
住
民
の
議

会
へ
の
参
画
に
つ
な
が
る
環

境
整
備
な
ど
地
方
議
会
の
あ

り
方
」に
つ
い
て
答
申
が
取
り

ま
と
め
ら
れ
た
と
こ
ろ
で
あ

る（
本
紙
で
概
要
を
掲
載
予
定
）。

こ
の
よ
う
な
一
連
の
制
度

改
正
や
環
境
整
備
等
を
通
し

て
、
来
年
春
の
統
一
地
方
選

挙
に
向
け
て
、
若
者
や
女
性
、

会
社
員
な
ど
多
様
な
人
材
の

参
画
に
よ
り
、
地
方
分
権
の

時
代
に
ふ
さ
わ
し
い
活
力
あ

る
地
方
議
会
の
創
出
に
つ
な

が
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

本会決議（R4.11.9） 地方自治法の一部改正（R4.12.10）の措置結果
第１　多様な人材の市議会への参画を促す環境整備

２　会社員が立候補しやすい労働法制の見直し
今や就業者の９割を会社員が占めており、若者や女
性を含む幅広い会社員層から市議会の議員に立候補
しやすい、また、兼業が認められる場合には議員活動
ができる環境を整える必要がある。
このため、立候補に伴う休暇保障や議員活動のため
の休職、任期満了後の復職など、労働基準法はじめ労
働法制の見直しを行うこと。

（地方自治法一部改正法の附則第 6 条）
政府は、事業主に対し、地方公共団体の議会の議員の選
挙においてその雇用する労働者が容易に立候補をすること
ができるよう、地方公共団体の議会の議員の選挙における
立候補に伴う休暇等に関する事項を就業規則に定めること
その他の自主的な取組を促すものとすること。
地方公共団体の議会の議員の選挙における労働者の立候
補に伴う休暇等に関する法制度については、事業主の負担
に配慮しつつ、かつ、他の公職の選挙における労働者の立
候補に伴う休暇等に関する制度の在り方についての検討の
状況も踏まえ、この法律による改正後の規定の施行の状況、
前記の自主的な取組の状況等を勘案して、引き続き検討が
加えられるものとすること。

３　兼業（請負）禁止要件の緩和
地方議会議員の兼業（請負）禁止について、議員が
個人として該当する場合と議員が法人の役員として
該当する場合で要件が異なる現行制度を見直し、兼業
（請負）禁止要件が立候補の過度な規制とならないよ
う、所要の措置を講じること。

（地方自治法第 92 条の 2 の改正）
規制の対象となる「請負」とは、業として行う工事の完
成若しくは作業その他の役務の給付又は物件の納入その他
の取引で当該地方公共団体が対価の支払をすべきものとす
ること。
各会計年度において支払を受ける請負の対価の総額が地

方公共団体の議会の適正な運営の確保のための環境の整
備を図る観点から政令で定める額を超えない者を、議員個
人による請負に関する規制の対象から除くこと。
（地方自治法一部改正法の衆議院総務委員会の決議一、参
議院総務委員会の附帯決議一）
政府は、地方議会の議員個人による請負に関する規制の
緩和については、議員の職務執行の公正、適正を損なうこ
ととならないよう、改正趣旨の周知徹底と併せ、各地方公
共団体において議員個人による請負の状況の透明性を確保
するための対応について、必要に応じて適切な助言を行う
ようにすることに十分配慮すべきである。

［第１の全般に関して ] （地方自治法一部改正法の衆議院総務委員会の決議二、参
議院総務委員会の附帯決議二）
政府は、地方公共団体の議会の議員の選挙について、多
様な人材の議会への参画につながるよう、地方制度調査会
の答申や政治分野における男女共同参画の推進に関する法
律の趣旨等を踏まえ、引き続き立候補環境の整備に取り組
むことに十分配慮すべきである。

第２ 地方議会の権能強化
７ 地方議会のオンライン開催
感染症のまん延や大規模災害の発生により委員会を
開催すること自体が困難な場合に加え、出産・育児、介
護、疾病等の事情により会議場に参集することが困難
な議員についてはオンラインでの参加を認めるなど、
本会議への対象拡大も含め、地方議会のオンライン開
催の拡充を図ること。

（地方自治法一部改正法の衆議院総務委員会の決議三・四、 
参議院総務委員会の附帯決議三・四）
政府は、地方議会におけるオンラインによる委員会の開
催状況や開催上の課題等を踏まえ、オンラインによる委員
会の円滑な開催に資するよう、各地方公共団体に対して必
要な助言を行うよう努めることに十分配慮すべきである。
政府は、地方議会におけるオンラインによる本会議の開
催について、国会における今後の取扱いのほか、オンライ
ンによる委員会の開催状況や開催上の課題等を踏まえ、丁
寧に検討を進めることに十分配慮すべきである。

8　議会の招集日の変更
国の行政実例では、長が議会招集の告示をした後は
招集日を変更することはできないとされており、多く
の議会では、告示後に大きな災害・事故などによって
議員の応招が困難な状況が生じた場合も、こうした扱
いに従っている。最近の災害でも議員の応招が困難な
ため、定例会が流会となるおそれがあった。
このため、災害が多発する近況に鑑み、大きな災
害・事故など議員の応招が極めて困難と認められる客
観的理由が明らかにある場合、議会、とりわけ定例会
の招集日の変更を可能とする措置を講じること。

（地方自治法第 101 条に一項新設）
招集の告示をした後に当該招集に係る開会の日に会議を

開くことが災害その他やむを得ない事由により困難である
と認めるときは、当該告示をした者は、当該招集に係る開
会の日の変更をすることができること。この場合において
は、変更後の開会の日及び変更の理由を告示しなければな
らないこと。

「多様な人材の市議会への参画促進に関する決議」 (R4.11.9 第 113 回評議員会 ) に対する
地方自治法の一部改正 (R4.12.10 成立 ) の措置結果
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六
団
体
代
表
と
意
見
交
換

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想

政
府
の
「
デ
ジ
タ
ル
田
園

都
市
国
家
構
想
及
び
地
方
創

生
に
関
す
る
地
方
六
団
体
の

意
見
交
換
会
」
が
12
月
５
日

岡田デジタル田園都市
国家構想担当大臣

自見内閣府大臣政務官

大串デジタル副大臣

に
都
内
で
開
催
さ
れ
、
本
会

か
ら
は
清
水
富
雄
会
長
（
横

浜
市
会
議
長
）
が
出
席
。
岡

田
直
樹
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市

国
家
構
想
担
当
・
地
方
創
生

担
当
大
臣
、
大
串
正
樹
デ
ジ

タ
ル
副
大
臣
に
対
し
、
デ
ジ

タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
の

着
実
な
推
進
や
デ
ジ
タ
ル
格

差
の
解
消
な
ど
に
つ
い
て
発

言・要
請
を
行
っ
た
。

当
日
は
、
自
見
は
な

こ
内
閣
府
大
臣
政
務
官

が
司
会
進
行
。
岡
田
大

臣
、
大
串
副
大
臣
、
ま

た
平
井
伸
治
全
国
知
事

会
会
長
（
鳥
取
県
知

事
）
か
ら
の
あ
い
さ
つ

の
後
、
内
閣
官
房
事
務

局
が
デ
ジ
タ
ル
田
園
都

市
国
家
構
想
総
合
戦
略

お
よ
び
令
和
４
年
度
補

正
予
算
、
令
和
５
年
度

概
算
要
求
・
税
制
改
正

要
望
に
つ
い
て
説
明
し

た
。

続
い
て
、
本
会
は
じ
め
各

団
体
と
の
意
見
交
換
に
入
り
、
清
水
会
長
が
要
望
陳
述
を

行
っ
た
（
要
旨
を
右
掲
）。

地
方
創
生

自
由
民
主
党
総

務
部
会
関
係
・
消

防
議
員
連
盟
合
同

会
議
が
12
月
15
日

に
自
民
党
本
部
で

開
催
さ
れ
、
本
会

か
ら
は
清
水
富
雄

会
長
、
清
水
義
朋

本
会
基
地
協
議
会

会
長
が
出
席
。
令

和
5
年
度
予
算
編

成
及
び
地
方
財
政

対
策
に
つ
い
て
の

要
望
書
と
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策

に
つ
い
て
の
要
望
書
（
共
に

地
方
六
団
体
共
通
）、基
地
対

策
関
係
施
策
の
充
実
強
化
に

関
す
る
要
望
書
を
提
出
し
た
。

自
民
党
総
務
部
会
関
係

役
員
か
ら
の
あ
い
さ
つ
の

後
、
地
方
六
団
体
を
代
表
し

て
立
谷
秀
清
全
国
市
長
会
会

長
（
相
馬
市
長
）
が
要
望
を

行
っ
た
。

立
谷
会
長
は
、
▽
一
般
財

源
総
額
の
確
保・充
実
、特
に

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

事
業
費
」１
兆
円
の
拡
充・継

続
、
地
域
デ
ジ
タ
ル
社
会
推

進
費
（
２
０
０
０
億
円
）
の

事
業
期
間
の
延
長
、
充
実
▽

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構

想
交
付
金
の
確
保
・
拡
充
お

よ
び
こ
れ
ま
で
の
地
方
創
生

の
取
り
組
み
へ
の
引
き
続
き

十
分
な
支
援
▽
地
方
の
少
子

化
対
策
に
つ
い
て
積
極
的
な

施
策
の
推
進
、
地
方
が
安
心

し
て
子
ど
も
・
子
育
て
施
策

に
取
り
組
め
る
よ
う
な
十
分

な
財
源
の
確
保
―
な
ど
地
方

が
必
要
と
す
る
予
算
措
置
を

要
望
し
た
。

自民党総務部会関係・消防議員連盟合同会議の模様

総務部会関係・消防議員連盟合同会議総務部会関係・消防議員連盟合同会議
一般財源総額 確保・充実求める一般財源総額 確保・充実求める

自
民
党

自
民
党

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
の

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
の

着
実
な
推
進

着
実
な
推
進

「
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構

想
交
付
金
」
の
確
保・拡
充
、地
方

自
治
体
に
対
す
る
更
な
る
支
援
策

の
充
実

デ
ジ
タ
ル
格
差
の
解
消

デ
ジ
タ
ル
格
差
の
解
消

５
Ｇ
、
光
フ
ァ
イ
バ
ー
等
デ
ジ

タ
ル
基
盤
の
整
備
や
専
門
的
な
デ

ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
確
保
に
つ
い

て
、
来
年
度
に
向
け
た
具
体
的
な

取
組
方
針
の
提
示

有
効
な
デ
ジ
タ
ル
政
策
の
横
展
開

有
効
な
デ
ジ
タ
ル
政
策
の
横
展
開

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
て
地

域
の
課
題
を
解
決
す
る
優
良
な
取

り
組
み
事
例
・
有
効
な
政
策
の
横

展
開
へ
の
国
に
よ
る
人
的
、
技
術

的
、
財
政
的
支
援・推
進

子
育
て
世
代
の
地
方
定
住

子
育
て
世
代
の
地
方
定
住

子
育
て
世
代
の
地
方
定
住
に
つ

い
て
地
方
創
生
の
最
重
点
課
題
へ

の
位
置
付
け
、「
安
心
し
て
子
ど
も

を
産
み
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
環

境
づ
く
り
」
と
「
仕
事
と
家
庭
を

両
立
で
き
る
環
境
づ
く
り
」
を
核

と
し
た
子
育
て
世
代
の
有
効
な
地

方
定
住
対
策
の
実
施

清水富雄会長発言要旨
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固
定
資
産
税（
土
地
） 4

年
度
限
り
で
終
了

環
境
性
能
割　
段
階
的
引
き
上
げ
へ

令和 5 年度
与党税制大綱

固
定
資
産
税

負
担
調
整
特
例

車

体

課

税

市
町
村
財
政
を
支
え
る
重

要
な
基
幹
税
で
あ
る
固
定
資

産
税
に
つ
い
て
は
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
に
よ
り
社
会
経
済
活
動
や

国
民
生
活
全
般
を
取
り
巻
く

環
境
が
大
き
く
変
化
し
た
こ

と
を
踏
ま
え
、
納
税
者
の
負

担
感
に
配
慮
す
る
観
点
か

ら
、
令
和
3
年
度
に
お
け
る

土
地
に
係
る
税
額
の
据
置
措

置
が
講
じ
ら
れ
た
。
令
和
4

年
度
税
制
改
正
で
も
、
土
地

の
う
ち
、
商
業
地
等
の
課
税

標
準
額
の
上
昇
額
を
半
減

車
体
課
税
は
、
自
動
車
取

得
時
に
賦
課
す
る
環
境
性
能

割
の
ほ
か
、
自

動
車
の
保
有

者
に
毎
年
賦
課

す
る
自
動
車

税
（
ま
た
は
軽

自
動
車
税
）
や

車
検
時
に
賦
課

す
る
自
動
車
重

量
税
に
よ
っ
て

構
成
さ
れ
て
お

り
、
車
体
課
税

総
額
2
・
7
兆

円
の
う
ち
、
地
方
財
源
が

2
・
3
兆
円
（
令
和
4
年
度

地
方
財
政
計
画
額
ベ
ー
ス
）

を
占
め
て
い
る
。

車
体
課
税
の
う
ち
、
自
動

車
購
入
時
に
燃
費
性
能
に
応

じ
て
4
段
階
の
課
税
区
分

（
０
～
３
％
、
軽
自
動
車

は
0
～
2
％
の
3
段
階
）
に

基
づ
い
て
賦
課
す
る
環
境
性

能
割
は
、
燃
費
性
能
が
よ
り

優
れ
た
自
動
車
の
普
及
を
促

進
す
る
も
の
で
2
年
毎
に
区

分
が
見
直
さ
れ
て
お
り
、
令

和
5
年
度
は
税
率
区
分
の
切

り
替
え
の
年
に
当
た
る
た
め
、

３
年
後
の
令
和
８
年
度
改
正

と
し
て
い
る
。

ま
た
、
自
動
車
税
は
現
在
、

排
気
量
に
応
じ
て
、2
万
5
千

円
か
ら
11
万
円
（
軽
自
動
車

は
一
律
1
万
８
０
０
円
）
ま

で
の
税
額
区
分
が
定
め
ら
れ

て
い
る
が
、
排
気
量
の
概
念

が
な
い
電
気
自
動
車
は
最
低

区
分
の
2
万
5
千
円
が
適
用

さ
れ
て
い
る
。

大
綱
で
は
、
今
後
の
検
討

事
項
と
し
て
、
自
動
車
税
に

つ
い
て
、
電
気
自
動
車
等
の

普
及
等
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
に
向
け
た
動
き
を
考
慮

し
、
税
負
担
の
公
平
性
を
早

期
に
確
保
す
る
た
め
、
そ
の

課
税
趣
旨
を
適
切
に
踏
ま
え

た
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
影
響
等

の
多
面
的
な
観
点
も
含
め
、

関
係
者
の
意
見
を
聴
取
し
つ

つ
検
討
す
る
と
し
て
い
る
。

自
民
、
公
明
両
党
は
12
月
16
日
、
令
和
5
年
度
税
制
改
正

大
綱
を
取
り
ま
と
め
た
。
令
和
4
年
度
に
講
じ
ら
れ
た
土
地

に
係
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
、
商
業
地
の
課
税
標
準
額
の

上
昇
幅
を
半
減
す
る
負
担
調
整
措
置
は
今
年
度
限
り
で
終
了

と
し
、
自
動
車
の
燃
費
性
能
等
に
応
じ
て
自
動
車
取
得
時
に

課
税
さ
れ
る
環
境
性
能
割
の
税
率
区
分
を
見
直
し
た
。

国

際

課

税

償
却
資
産
に
係
る
固
定
資

産
税
に
つ
い
て
は
、
生
産
性

革
命
の
実
現
や
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急
経
済

対
策
と
し
て
特
例
措
置
が
講

じ
ら
れ
て
き
た
が
、
今
年
度

末
の
期
限
の
到
来
を
も
っ
て

終
了
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

一
方
で
、
中
小
事
業
者
等

の
生
産
性
の
向
上
や
賃
上
げ

の
促
進
を
図
る
た
め
、
中
小

企
業
等
が
中
小
企
業
等
経
営

強
化
法
に
規
定
す
る
先
端
設

備
等
導
入
計
画
に
基
づ
い
て

生
産
性
向
上
に
資
す
る
一
定

の
機
械
・
装
置
等
を
取
得
し

た
場
合
、
こ
れ
ら
の
機
械
等

に
係
る
固
定
資
産
税
を
軽
減

す
る
措
置
が
創
設
さ
れ
て
い

る
。先

端
設
備
等
導
入
計
画
に

基
づ
い
て
取
得
し
た
生
産
性

向
上
に
資
す
る
一
定
の
機

械・装
置
等
が
対
象
で
、特
例

率
は
2
分
の
１
（
最
初
の
3

年
度
分
）
と
な
っ
て
い
る
。

本
会
で
は
、
法
人
課
税
に

関
す
る
国
際
協
調
を
踏
ま
え
、

国
内
の
税
制
を
整
備
す
る
場

合
の
地
方
税
制
に
つ
い
て
適

切
な
対
応
を
求
め
て
い
た
。

令
和
5
年
度
税
制
改
正
大

綱
で
は
、
新
た
な
国
際
課
税

ル
ー
ル
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ

ル
・
ミ
ニ
マ
ム
課
税
へ
の
対

応
と
し
て
、
国
際
課
税
ル
ー

ル
が
見
直
さ
れ
た
。
国
際
的

に
合
意
さ
れ
た
最
低
税
率
ま

で
の
課
税
を
行
う
場
合
は
、

法
人
税
お
よ
び
地
方
法
人
税

の
課
税
を
行
い
、
国
・
地
方

の
法
人
課
税
の
税
率
を
前
提

と
し
て
法
人
住
民
税
・
法
人

事
業
税
相
当
分
を
地
方
法
人

税
に
含
め
て
国
で
一
括
し
て

課
税
・
徴
収
し
、
地
方
交
付

税
に
よ
り
地
方
に
配
分
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

固
定
資
産
税

（
償
却
資
産
）

（
５
％
→
２・５
％
）
す
る
負

担
調
整
措
置
が
講
じ
ら
れ
た

が
、
今
年
度
限
り
で
終
了
と

な
り
、
既
定
の
負
担
調
整
措

置
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
（
左
上
表
）。

年度 負担軽減措置の内容

令和
3
年度

新型コロナウイルス感染症により社会経済
活動や国民生活全般を取り巻く環境が大
きく変化したことを踏まえ、納税者の負担
感に配慮する観点から、令和３年度に限
り、負担調整措置等により課税標準額が
増加する土地について令和２年度の課
税標準額に据え置く特別な措置を講ずる。

4
年度

景気回復に万全を期すため、激変緩和
の観点から、令和４年度に限り、商業地
等に係る課税標準額の上昇幅を、評価
額の2.5％（現行：5％）とする。

5
年度

令和５年度においては、既定の負担調整
措置を適用する。

土地に係る固定資産税の負担調整措置

税
率
区
分
の
引
き
上
げ
に
つ

い
て
は
、
地
方
に
と
っ
て
大

き
な
テ
ー
マ
と
な
っ
て
い
た
。

令
和
5
年
度
税
制
改
正
大

綱
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
等
を
背
景
と
し

た
半
導
体
不
足
等
の
状
況
を

踏
ま
え
、
異
例
の
措
置
と
し

て
、
現
行
の
税
率
区
分
を
令

和
５
年
12
月
末
ま
で
据
え
置

く
こ
と
と
さ
れ
た
。
そ
の
う

え
で
、
令
和
17
年
ま
で
に
乗

用
車
新
車
販
売
に
占
め
る
電

動
車
の
割
合
を
１
０
０
％
と

す
る
政
府
目
標
と
整
合
さ

せ
、
電
動
車
の
一
層
の
普
及

促
進
を
図
る
観
点
か
ら
、
税

率
区
分
の
基
準
と
な
る
燃
費

基
準
の
達
成
度
を
３
年
間
で

段
階
的
に
引
き
上
げ
る
こ
と

と
さ
れ
た
。

な
お
、
税
率
区
分
を
段
階

的
に
引
き
上
げ
る
こ
と
等
を

踏
ま
え
、
次
回
の
見
直
し
は
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総
務
省
が
主
催
し
、
本
会

は
じ
め
議
会
三
団
体
が
共
催

す
る
「
地
方
議
会
活
性
化
シ

ン
ポ
ジ
ウ
ム
２
０
２
２
」
が

11
月
11
日
、
都
内
で
開
催
さ

れ
、
地
方
議
会
へ
の
多
様
な

人
材
の
参
画
に
向
け
て
基
調

講
演
と
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ

シ
ョ
ン
を
行
い
、
解
説
や
事

例
紹
介
、
意
見
交
換
し
た
。

冒
頭
あ
い
さ
つ
に
立
っ
た

国
光
あ
や
の
総
務
大
臣
政
務

官
は
、
人
口
減
少
や
高
齢
化

の
中
で
議
会
が
役
割
を
果
た

あいさつする
国光総務大臣政務官

勢一西南学院大学教授

勢
一
教
授
は
、
地
方
分
権

改
革
の
進
展
や
人
口
減
少

の
深
刻
化
に
伴
い
、

地
方
議
会
の
役
割

は
一
層
期
待
さ
れ

る
状
況
に
な
っ
て

い
る
と
し
た
上
で
、

▽
議
員
の
な
り
手

不
足
▽
投
票
率
低

下
▽
無
投
票
当
選

の
増
加
―
と
い
っ

た
現
状
の
地
方
議

会
が
抱
え
る
問
題

を
挙
げ
、
こ
れ
ら

の
大
き
な
要
因
に

は
、
議
会
定
数
が

減
少
し
て
「
過
少
代
表
」
化

し
、
世
代
・
性
別
・
職
業
が

偏
っ
て
い
る
こ
と
が
あ
る
と

し
た
。
ま
た
、
多
様
性
の
乏

し
い
議
会
に
は
無
投
票
当
選

が
多
い
傾
向
を
指
摘
し
、「
多

様
性
が
少
な
い
議
会
の
選
挙

に
は
有
権
者
の
関
心
は
向
か

な
い
」
と
語
っ
た
。

今
後
の
地
方
議
会
の
展
望

に
つ
い
て
は
、
人
口
減
少
社

会
で
地
域
の
将
来
像
を
ど
う

描
く
か
を
地
方
議
会
が
議
論

す
べ
き
で
あ
る
と
し
、
地
域

の
持
続
可
能
性
や
心
豊
か
な

暮
ら
し
を
目
指
す
議
論
に
は

若
者
や
将
来
世
代
な
ど
多
様

な
主
体
の
参
画
が
不
可
欠
と

強
調
し
た
。

ま
た
、
多
様
な
主
体
に
よ

る
多
様
性
に
富
む
議
論
を
実

現
す
る
た
め
に
は
、
地
方
議

会
に
お
け
る「
過
少
代
表
」の

是
正
が
必
要
と
し
、
多
様
な

人
材
の
立
候
補
環
境
の
整
備
、

立
候
補
の
促
進
に
よ
り
議
会

の
多
様
性
を
確
保
し
、
そ
れ

を
政
策
へ
反
映
し
て
い
く
こ

と
が
必
要
で
あ
る
と
し
た
。

そ
し
て
、
よ
り
多
く
の
人

が
議
員
に
な
る
た
め
に
望
ま

し
い
形
と
し
て
、「
多
様
な

経
験
を
し
た
多
様
な
世
代
が

多
様
な
形
で
参
画
で
き
る
議

会
」を
提
示
。社
会
人
が
議
員

と
し
て
議
会
で
活
躍
し
、
ま

た
社
会
に
戻
っ
て
議
会
の
経

験
を
社
会
へ
還
元
し
て
い
く

よ
う
な
流
動
性
の
あ
る
職
業

選
択
が
可
能
に
な
る
と
、
地

方
議
会
の
あ
り
方
も
随
分
変

わ
る
の
で
は
な
い
か
と
し
た
。

ま
た
、
そ
う
し
た
議
員
の

経
験
を
生
か
せ
る
社
会
の
た

め
に
は
、
社
会
全
体
が
そ
の

よ
う
な
働
き
方
や
生
き
方
を

望
ま
し
い
も
の
と
し
て
評
価

し
て
受
け
入
れ
る
風
土
も
必

要
で
あ
る
と
し
、「
雇
用
の
仕

組
み
や
社
会
全
体
の
変
革
を

考
え
て
い
け
る
よ
う
な
議
論

が
今
後
必
要
と
思
わ
れ
る
」

と
結
ん
だ
。

「多様な人材が参画する「多様な人材が参画する
地方議会の実現に向けて」地方議会の実現に向けて」

西南学院大学法学部教授西南学院大学法学部教授　　勢一智子 氏勢一智子 氏

▼
吉
村
福
岡
県
議
会
議
員

福
岡
県
議
会
で
は
、
今
年

６
月
に
「
福
岡
県
に
お
け
る

議
会
関
係
ハ
ラ
ス

メ
ン
ト
を
根
絶
す

る
た
め
の
条
例
」

を
制
定
し
た
。

条
例
で
は
、
県

議
会
議
員
お
よ
び

候
補
者
の
責
務
と

し
て
「
高
い
倫
理

観
が
求
め
ら
れ
る

立
場
と
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
が
人
権
侵
害

行
為
で
あ
る
こ
と

を
自
覚
し
、
全
て

の
人
に
対
し
て
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
と
な
る
（
お
そ

れ
が
あ
る
場
合
も
含
め
）
言

動
を
慎
む
べ
き
こ
と
」
を
規

定
し
、
地
方
議
員
な
ど
へ
の

研
修
の
実
施
と
弁
護
士
等
の

外
部
有
識
者
へ
相
談
で
き
る

体
制
の
整
備
を
定
め
て
い
る
。

相
談
体
制
の
流
れ
に
つ
い

て
は
、
被
害
者
か
ら
議
会
事

務
局
へ
相
談
内
容
が
伝
え
ら

れ
る
と
、
弁
護
士
等
か
ら
委

嘱
さ
れ
た
相
談
員
に
引
き
継

が
れ
る
。
相
談
を
受
け
た
相

談
員
は
必
要
に
応
じ
て
加
害

者
や
関
係
者
に
事
実
確
認
の

た
め
の
調
査
を
実
施
し
た
上

で
、
相
談
者
が
ど
う
対
処
す

べ
き
か
助
言
を
行
う
。

相
談
員
は
、
弁
護
士
や
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
の
専
門
家
な
ど

か
ら
男
女
比
を
鑑
み
な
が
ら

5
～
6
名
を
議
長
が
委
嘱
す

る
。
相
談
場
所
は
、
弁
護
士

吉村福岡県議会議員

し
て
い
く
た
め
、
ま
た
議
員

の
な
り
手
不
足
解
消
の
た
め

に
は
、
多
様
な
層
の
住
民
の

議
会
へ
の
参
画
を
促
進
す
る

こ
と
が
重
要
と
語
っ
た
。

基
調
講
演
で
は
、
勢
一
智

子
西
南
学
院
大
学
法
学
部
教

授
が
「
多
様
な
人
材
が
参
画

す
る
地
方
議
会
の
実
現
に
向

け
て
」
と
題
し
説
明
し
た
。

続
く
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ

シ
ョ
ン
で
は
、「
地
方
議
会

を
よ
り
開
か
れ
た
も
の
へ
～

多
様
な
人
材
の
参
画
に
向
け

た
取
組
～
」
と
い
う
テ
ー
マ

の
も
と
、
勢
一
教
授
を
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
、
吉
村
悠

福
岡
県
議
会
議
員
、
渡
辺
賢

次
船
橋
市
議
会
議
長
、
山
形

県
遊
佐
町
教
育
委
員
会
教
育

課
の
齋
藤
浩
一
氏
と
風
間
雅

文
氏
、
一
般
社
団
法
人
Ｗ
Ｏ

Ｍ
Ａ
Ｎ　
Ｓ
Ｈ
Ｉ
Ｆ
Ｔ
の
本

目
さ
よ
代
表
理
事
（
台
東
区

議
会
議
員
）
ら
５
名
の
パ
ネ

リ
ス
ト
が
そ
れ
ぞ
れ
の
議

会
・
団
体
の
取
組
事
例
を
紹

介
し
、
活
発
な
意
見
交
換
を

行
っ
た
。

地方議会をより開かれたものへ地方議会をより開かれたものへ
～多様な人材の参画に向けた取組～～多様な人材の参画に向けた取組～

パネルディスカッションパネルディスカッション

総 務 省

地
方
議
会
活
性
化
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

地
方
議
会
活
性
化
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

地
方
議
会
へ
の
多
様
な
人
材
参
画
目
指
す

地
方
議
会
へ
の
多
様
な
人
材
参
画
目
指
す
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⑥平木議長
（大川市）

⑦浅野議長
（長井市）

【
お
詫
び
と
訂
正
】

本
紙
第
２
１
１
１
号
３
面

部
会
提
出
議
案
説
明
者
一
覧

の
記
事
中
、平
木
一
朗
大
川
市

議
会
議
長
お
よ
び
浅
野
敏
明

長
井
市
議
会
議
長
の
写
真
説

明
に
誤
り
が
あ
り
ま
し
た
。

深
く
お
詫
び
申
し
上
げ
、

次
の
通
り
訂
正
し
ま
す
。

事
務
所
や
県
議
会
内
の
相
談

室
な
ど
が
利
用
で
き
る
。

加
害
者
が
県
議
で
あ
る
な

ど
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
事
案
の

解
決
と
再
発
防
止
に
は
議
会

の
関
与
が
必
要
だ
と
認
め
ら

れ
、
か
つ
相
談
者
が
求
め
る

場
合
に
は
、
議
長
か
ら
代
表

者
会
議
に
諮
っ
た
上
で
、
加

害
者
議
員
に
対
し
中
止
の
求

め
が
行
わ
れ
、
従
わ
な
い
場

合
は
勧
告
、
さ
ら
に
は
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
に
配
慮
し
た
上
で

必
要
な
事
実
が
公
表
さ
れ
る
。

ま
た
、
相
談
制
度
は
県
議

以
外
の
県
内
地
方
議
員
も
利

用
可
能
で
あ
る
。た
だ
し
、あ

く
ま
で
相
談
や
助
言
と
い
っ

た
部
分
に
限
ら
れ
る
。

▼
渡
辺
船
橋
市
議
会
議
長

船
橋
市
で
は
、
小
学
3
年

生
～
高
校
３
年
生
の
児
童
・

生
徒
を
対
象
に
令
和
２
年
度

よ
り
オ
ン
ラ
イ
ン
議
会
見
学

会
・
意
見
交
換
会
を
行
っ
て

い
る
。
こ
れ
は
従
前
よ
り
対

面
で
行
わ
れ
て
き
た
議
会
見

学
会
・
意
見
交
換
会
が
コ
ロ

ナ
禍
で
困
難
と
な
っ
た
た
め

実
施
さ
れ
て
い
る
も
の
。

当
日
の
行
程
は
、
広
報
委

員
長
ま
た
は
副
委
員
長
に
よ

る
議
会
の
役
割
の
説
明
、
オ

ン
ラ
イ
ン
市
議
会
施
設
見
学
、

広
報
委
員
と
児
童
・
生
徒
た

ち
が
１
対
４
～
５
で
行
う

お
話
会
（
中
高
生
は
意
見
交

換
会
）
か
ら
な
り
、
参
加
し

た
児
童・生
徒
か
ら
は「
市
議

会
や
議
員
を
身
近
に
感
じ
る

こ
と
が
で
き
た
」
な
ど
の
声

を
い
た
だ
い
て
い
る
。

今
後
の
課
題
と
し
て
、
密

を
回
避
し
た
形
で
の
対
面
型

実
施
や
、
参
加
者
ア
ン
ケ
ー

ト
の
結
果
を
市
政
に
反
映
し

て
市
民
へ
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

す
る
体
制
の
確
立
、
周
知
方

法
の
見
直
し
や
出
前
講
座
を

通
じ
た
中
高
生
へ
の
参
加
促

進
な
ど
を
行
い
た
い
。

ま
た
、
船
橋
市
で
は
他
に

も
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し

た
住
民
参
加
推
進
の
取
り
組

み
と
し
て
、
議
会
中
継
に
お

け
る
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
の
字

幕
配
信
を
令
和
３
年
２
月
か

ら
実
施
し
て
い
る
。

▼
山
形
県
遊
佐
町
教
育
委
員

会
教
育
課
　
齋
藤
浩
一
氏
、

風
間
雅
文
氏

遊
佐
町
で
は
、
若
者
が
自

分
た
ち
で
民
主
主
義
を
表

現
・
経
験
で
き
る
事
業
と
し

て「
少
年
町
長・少
年
議
員
公

選
事
業
」
を
行
っ
て
い
る
。

事
業
の
特
徴
は
①
町
内
在

住
・
在
学
の
中
高
生
が
自
ら

立
候
補
②
中
高
生
が
有
権
者

と
し
て
投
票
③
独
自
の
政
策

予
算
を
持
つ
―
の
３
つ
。

投
票
の
際
に
は
同
時
に
市

政
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
も

行
わ
れ
、
そ
の
結
果
は
政
策

に
反
映
さ
れ
、
中
に
は
街
路

灯
や
防
雪
柵
の
設
置
な
ど
実

現
し
た
も
の
も
あ
る
。
少
年

議
員
は
町
議
会
議
員
と
の
交

流
も
あ
り
、
お
互
い
良
い
刺

激
を
得
て
い
る
と
い
う
。

ま
た
、
事
業
の
目
的
達
成

の
た
め
に
大
切
に
し
て
い
る

事
項
と
し
て
、
中
高
生
の
自

主
性
を
尊
重
す
る
た
め
に
基

本
的
に
助
言
は
行
わ
な
い
こ

と
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
町

内
計
６
つ
の
学
校
に
担
当
の

教
師
を
配
置
し
て
い
た
だ
く

な
ど
学
校
と
の
協
力
関
係
も

大
事
に
し
て
い
る
。

渡辺船橋市議会議長

事
業
の
成
果
と
し
て
は
、

少
年
町
長
・
少
年
議
員
が
町

に
関
心
を
持
つ
よ
う
に
な
り
、

自
信
と
責
任
が
生
ま
れ
、
地

域
に
お
け
る
リ
ー
ダ
ー
が
育

ち
始
め
て
い
る
こ
と
が
あ
る
。

今
後
は
少
子
化
で
年
々
有

権
者
の
中
高
生
が
減
少
す
る

中
、
事
業
の
集
中
と
立
候
補

者
の
確
保
に
よ
り
、
今
後
も

事
業
を
継
続
し
て
い
き
た
い
。

▼
一
般
社
団
法
人
人
Ｗ
Ｏ
Ｍ

Ａ
Ｎ
　
Ｓ
Ｈ
Ｉ
Ｆ
Ｔ
　
本
目

さ
よ
代
表
理
事
（
台
東
区
議

会
議
員
）

一
般
社
団
法
人
Ｗ
Ｏ
Ｍ
Ａ

Ｎ　
Ｓ
Ｈ
Ｉ
Ｆ
Ｔ
は
、
女
性

の
声
、
特
に
若
い
女
性
の
声

を
政
治
に
繋
げ
る
た
め
活
動

し
て
い
る
団
体
。
▽
女
性
が

議
員
に
な
っ
て
も
声
が
届
き遊佐町教育委員会 齋藤氏（右）、風間氏（左）

本目WOMAN SHIFT理事
（台東区議会議員）

づ
ら
い
▽
議
会
が
若
い
女
性

の
声
を
吸
い
上
げ
づ
ら
い
―

と
い
う
課
題
に
対
し
、
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
の
開
催
や
「
マ

マ
の
議
員
イ
ン
タ
ー
ン
」
活

動
な
ど
を
通
じ
、
他
の
議
会

の
若
手
女
性
議
員
と
共
に
超

党
派
で
知
恵
と
ス
キ
ル
を
共

有
し
て
い
る
。

「
マ
マ
の
議
員
イ
ン
タ
ー

ン
」
は
、
子
育
て
中
の
女
性

が
イ
ン
タ
ー
ン
生
と
し
て
地

方
議
会
で
活
動
し
、
女
性
が

自
治
体
行
政
・
議
会
に
つ
い

て
学
び
、
ま
た
地
域
の
女
性

の
声
を
議
員
に
伝
え
る
こ
と

な
ど
を
行
っ
て
い
る
活
動
。

こ
の
活
動
を
通
じ
て
、
議

員
は
女
性
の
声
を
議
会
や
市

政
に
届
け
る
こ
と
が
で
き
、

イ
ン
タ
ー
ン
生
は
地
域
へ
の

愛
着
や
関
心
が
高
ま
る
な
ど
、

議
員
と
イ
ン
タ
ー
ン
生
の
双

方
に
と
っ
て
良
い
効
果
を
生

ん
で
い
る
。

女
性
の
議
会
参
画
に
あ

た
っ
て
は
知
恵
や
ス
キ
ル
で

解
決
で
き
な
い
課
題
も
あ
る
。

一
つ
は
議
員
の
住
所
を
非
公

開
で
も
よ
い
と
す
る
こ
と
。

女
性
議
員
の
中
に
は
ス
ト
ー

カ
ー
被
害
に
遭
っ
て
い
る
人

も
い
る
た
め
、
公
開
す
る
か

否
か
を
選
べ
る
よ
う
に
し
て

い
た
だ
き
た
い
。
二
つ
目
は

議
員
間
の
暗
黙
の
ル
ー
ル
の

共
有
。
三
つ
目
は
、「
そ
も
そ

も
何
が
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
な
の

か
」
を
学
ぶ
機
会
を
議
会
と

し
て
設
け
て
い
た
だ
き
た
い
。
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増
加
傾
向
が
続
い
て
い
る
も

の
の
、
そ
の
伸
び
率
は
緩
や

か
で
、
現
在
も
議
員
全
体
の

１
割
台
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

議
員
の
年
齢
構
成（
表
②
）

を
男
女
合
計
で
見
る
と
、
60

代
が
最
も
多
く
、
議
員
全
体

の
34・9
％
を
占
め
、次
い
で

50
代
の
23
・
４
％
、
70
代
の

20・９
％
と
続
い
て
い
る
。

男
女
合
わ
せ
て
の
平
均
年

齢
は
60
・
０
歳
で
、
令
和
３

年
か
ら
０
・
２
歳
高
く
な
っ

た
。
直
近
10
年
の
推
移
を
比

較
す
る
と
、
統
一
地
方
選
の

年
に
あ
た
る
平
成
23
年
、
27

年
、
令
和
元
年
に
一
旦
年
齢

直
近
10
年
で
の
議
員
の
性

別
構
成
の
推
移
に
つ
い
て
表

①
に
ま
と
め
た
。

男
性
議
員
は
前
回
調
査
か

ら
２
２
１
人
減
少
の
1
万
５

２
９
３
人
（
82
・

２
％
）、
女
性
議

員
は
昨
年
よ
り
83

人
増
加
の
３
３
０

７
人
（
17・８
％
）

と
な
り
、
直
近
10

年
で
最
も
女
性
議

員
の
割
合
が
高
く

な
っ
た
。

女
性
議
員
の
割

合
は
調
査
開
始
時

の
平
成
20
年（
12・

６
％
）
か
ら
毎
年

本
会
は
、「
市
議
会
議
員
の
属
性
に
関
す
る
調
（
令
和
４
年
７
月
集
計
）」
を
公
表
し
た
。

女
性
議
員
の
割
合
は
全
体
で
17・８
％
と
な
り
微
増
傾
向
。
ま
た
、議
員
の
平
均
年
齢
は
全

体
で
60・０
歳
と
な
り
、平
成
20
年
の
調
査
開
始
以
来
初
め
て
60
歳
台
と
な
っ
た
。
調
査
は

全
国
８
１
５
市
区
を
対
象
に
実
施
、
回
答
時
の
議
員
数
は
1
万
８
６
０
０
人
だ
っ
た
。

令
和
４
年

令
和
４
年
市
議
会
議
員
の
属
性
に
関
す
る
調
査

市
議
会
議
員
の
属
性
に
関
す
る
調
査

女
性
議
員
17
・
８
％

平
均
年
齢
初
の
60
歳
代

本 会
調 べ

年齢構成（歳）
議員数（人） 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代

以上
平均
年齢

男性 15,293 56 672 2,195 3,420 5,274 3,433 243 60.4歳

女性 3,307 11 166 521 925 1,210 463 11 58.3歳

合計 18,600 67
(0.4%)

838
(4.5%)

2,716
(14.6%)

4,345
(23.4%)

6,484
(34.9%)

3,896
(20.9%)

254
(1.4%) 60.0歳

表②　議員の年齢構成

※割合 (％）は、小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合がある

25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年

男性 17,272
(86.5%)

16,998
(86.2%)

16,585
(85.6%)

16,468
(85.4%)

16,327
(85.2%)

16,134
(84.8%)

15,769
(83.5%)

15,676
(83.2%)

15,514
(82.8%)

15,293
(82.2%)

女性 2,694
(13.5%)

2,711
(13.8%)

2,785
(14.4%)

2,816
(14.6%)

2,845
(14.8%)

2,888
(15.2%)

3,120
(16.5%)

3,167
(16.8%)

3,224
(17.2%)

3,307
(17.8%)

合計 19,966 19,709 19,370 19,284 19,172 19,022 18,889 18,843 18,738 18,600

表①　議員の性別構成の推移（直近 10 年）

議
員
の
性
別・年
齢
構
成

議
員
の
性
別・年
齢
構
成

60.0

(歳)

59.5

59.0
58.5

58.0

57.5
57.7
58.2

58.8

58.2

58.7

59.3 59.2
59.6

58.7
59.0

平成23年～26年 平成27年～30年 令和元年～4年

59.8

統一選実施年
60.5

60.0

グラフ①　議員の平均年齢の推移構成（直近 11 年）

が
下
が
る
も
の
の
、
全
体
で

は
高
年
齢
化
の
流
れ
が
続
い

て
い
る
（
グ
ラ
フ
①
）。

男
女
別
の
平
均
年
齢
で
は
、

男
性
議
員
が
60・４
歳
、女
性

議
員
の
在
職
年
数

議
員
の
在
職
年
数

在職年数
議員数（人）

5年
未満

5～10
年未満

10～20
年未満

20～30
年未満

30～40
年未満

40～50
年未満

50年
以上

男性 15,293 3,960 3,413 5,993 1,382 461 77 7

女性 3,307 1,165 747 1,073 264 55 3 0

合計 18,600 5,125
(27.6%)

4,160
(22.4%)

7,066
(38.0%)

1,646
(8.8%)

516
(2.8%)

80
(0.4%)

7
(0.0%)

表③　議員在職年数

※市議会議員としての在職年数
※割合 (％）は、小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合がある

議
員
の
在
職
年
数
（
表

③
）
を
見
る
と
、
議
員
全
体

で
割
合
が
高
い
年
数
は
「
10

～
20
年
未
満
」
の
38・０
％
。

年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年

議員数（人）19,966 19,709 19,370 19,284 19,172 19,022 18,889 18,843 18,738 18,600

在職10年未満の
議員数、割合
（人、%）

11,721
(58.7%)

10,733
(54.5%)

10,772
(55.6%)

10,990
(57.0%)

9,526
(49.7%)

9,715
(51.1%)

10,696
(56.6%)

10,406
(55.2%)

9,016
(48.1%)

9,285
(49.9%)

表④　在職 10 年未満議員の全体に占める割合の推移
議
員
が
58・３
歳
で
、女
性
議

員
よ
り
男
性
議
員
の
高
年
齢

化
が
よ
り
進
ん
で
い
る
傾
向

に
あ
る
。
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議
員
の
兼
業
状
況
の
調
査

結
果
か
ら
、
専
業
議
員
の
数

と
割
合
お
よ
び
直
近
10
年
の

推
移
を
表
⑤
、
グ
ラ
フ
②
に

ま
と
め
た
。

専
業
議
員
の
割
合
は
、
全

体
で
47
・
4
％
で
、

前
年
か
ら
０・２

㌽
増
加
し
、
過

去
最
高
と
な
っ

た
。
男
女
別
で

は
、男
性
が
42・

９
％
と
前
年
比

０・２
㌽
増
で

過
去
最
高
、
女

性
が
68
・
０
％

で
前
年
か
ら

０・６
㌽
減
。

直
近
10
年
の

推
移
を
見
る
と
、

男
女
合
計
の
専

業
割
合
は
毎
年

増
加
し
て
い
る
。

絶景スポットを走るランナー

議

長

の

話

議

長

の

話

南

城

市

委
員
長
市
紹
介

第１4回第１4回

中村直哉議長

【
市
の
概
要
】

▽
人
口

４
万
５
８
３
８
人

（
令
和
４
年
11
月
30
日
）

▽
面
積
　
49・94
㎢

▽
歴
史
・
沿
革
　
平
成
18
年

１
月
１
日
に
、１
町
３
村（
佐

敷
町
・
知
念
村
・
玉
城
村
・
大

里
村
）
の
合
併
に
よ
り
誕
生

し
た
南
城
市
は
、
沖
縄
本
島

南
部
の
東
海
岸
、
県
都
那
覇

市
か
ら
南
東
へ
約
12
㎞
に
位

置
し
、
静
穏
な
中
城
湾
と
太

平
洋
に
面
し
て
い
ま
す
。
那

覇
空
港
か
ら
40
分
圏
内
に
あ

る
市
域
は
、
緑
豊
か
な
自
然

環
境
に
囲
ま
れ
、
離
島
で
あ

る
久
高
島
は
、
神
の
島
、
琉

球
民
族
発
祥
の
地
と
し
て
崇

敬
さ
れ
て
い
ま
す
。

▽
シ
ン
ボ
ル

南
城
市
の

「
Ｎ
」
の
文
字
を
図
案
化
し

た
も
の
で
、
緑
色
は
豊
か
な

自
然
を
、
青
色
は
豊
穣
の
海

を
、
赤
色
は
太
陽
を
イ
メ
ー

ジ
し
、
合
併
に
よ
り
未
来
に

向
か
っ
て
躍
進
す
る
元
気
な

市
民
を
表
現
し
て
い
ま
す
。

市
花
ハ
イ
ビ
ス
カ
ス
。
市
木

黒
木
。
市
魚
ミ
ー
バ
イ
（
ハ

タ
）。

【
議
会
の
概
要
】

▽
議
員
定
数

20
人
（
現

在・男
性
17
人
、
女
性
３
人
）

▽
前
回
選
挙

令
和
４
年
９

月
11
日
。
立
候
補
25
人
。
投

票
率
67・93
％
。

▽
議
会
ト
ピ
ッ
ク
ス
　
平
成

27
年
度
に
議
員
用
タ
ブ
レ
ッ

ト
を
導
入
し
、
ペ
ー
パ
ー
レ

ス
化
を
図
っ
た
。
ま
た
例
年

市
内
各
所
で
開
催
し
て
い
た

議
会
報
告
会
を
令
和
3
年
度

は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
拡
大
防
止
の
た
め
、
動

南
城
市
は
、世
界
遺
産
で
あ

る「
斎
場
御
嶽（
せ
ー
ふ
ぁ
う

た
き
）」
を
は
じ
め
深
い
歴
史

を
刻
ん
だ
多
く
の
文
化
遺
産

な
ど
を
有
し
て
い
ま
す
。美
し

い
海
岸
景
観
や
貴
重
な
さ
ん

ご
礁
の
海
を
持
つ
臨
海
地
域

に
は
天
然・人
工
の
ビ
ー
チ
が

あ
り
、洒
落
た
カ
フ
ェ
や
喫
茶

店
も
多
く
、観
光
資
源
に
も
恵

ま
れ
て
い
ま
す
。

今
年
は
、
九
州
で
も
最
大

規
模
の
尚
巴
志
ハ
ー
フ
マ
ラ

ソ
ン
が
３
年
ぶ
り
に
開
催
さ

れ
、多
く
の
ラ
ン
ナ
ー
が
起
伏

に
富
ん
だ
コ
ー
ス
を
楽
し
み

ま
し
た
。平
成
30
年
に
完
成
し

た
市
庁
舎
か
ら
の
眺
望
も
素

晴
ら
し
く
、機
会
が
あ
り
ま
し

た
ら
是
非
お
越
し
く
だ
さ
い
。

画
に
よ
る
配
信
と
し
、
意
見

等
を
メ
ー
ル
で
受
け
付
け
る

対
応
と
し
た
。

市　章

議
会
事
務
局
職
員
数

議
会
事
務
局
職
員
数

市
議
会
事
務
局
の
人
口
段

階
別
の
平
均
職
員
数
は
表
⑥

の
通
り
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
一
貫
し
て
男
性
よ

り
女
性
の
方
が
専
業
割
合
が

高
い
傾
向
に
あ
る
。

兼
業
し
て
い
る
議
員
の
最

グラフ②　議員の専業割合の推移（直近 10 年）

30

40
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432元302928272625

60.8
62.2

64.7
66.8 67.4 68.1

69.3 69.4 68.6

68.0

47.4

42.9

32.6

36.4
38.1

34.3
36.5

40.5
42.3

38.1 38.9

43.2 43.9

39.6
41.8

46.4 47.0

42.4 42.7

47.2

（%） ：男性
：女性
：合計

（年）

議
員
の
兼
業
状
況

議
員
の
兼
業
状
況

在
職
年
数
10
年
未
満
の
議
員

の
割
合
は
男
女
合
計
で
49
・

９
％
（
９
２
８
５
人
）
と
な

り
、
前
年
よ
り
１・８
㌽
上

昇
し
た
（
７
面
表
④
）。

多
職
業
は
「
農
業
・
林
業
」

で
、全
体
の
10・１
％
。
次
い

で
「
卸
売・小
売
業
」
の
５・

４
％
、「
建
設
業
」
３・９
％
。

人 口
（人）

5万
未満

5～
10万
未満

10～
20万
未満

20～
30万
未満

30～
40万
未満

40～
50万
未満

50万
以上

指定
都市 全国

市区数 294 240 149 47 29 21 15 20 815
平均職
員数（人） 4.5 6.0 8.6 13.1 16.2 18.0 20.3 33.6 7.9

※臨時・非常勤職員を除く
表⑥市議会事務局職員数（全国・人口段階別平均職員数）

お
知
ら
せ

次
号
の
旬
報
は
、

1
月
15
日
付
の
２
２
１

５
・
６
号
合
併
号
と
し

て
発
行
し
ま
す
。

※割合 (％）は、小数点以下第 2位を四捨五入している

性別 議員数（人） 専業議員（人）

男性 15,293 6,566
（42.9％）

女性 3,307 2,248
（68.0%）

合計 18,600 8,814
（47.4％）

表⑤　専業議員の状況

※かっこ内は性別・合計の議員数に占める割合




